
資料4  

虐紅l‾イ、腎葺点  

平成19年7月10日  

文部科学省研究振興局学術研究助成課   



「繰越（翌債）を必要とする理由書」（様式C－2）及び  

「事業計画行程表」（様式C－3）作成の留意点  

1，「繰越（翌債）を必要とする理由書」（様式C－2）ついて  

（1）繰越しの対象となるもの   

科学研究費補助金において経費の繰越しの対象となるのは、その事由が①室  

付申請書における研究計画の範囲内であって、執行過程において②交付決定  

時には予想し得なかった③外部的要因（自然的、社会的諸条件（※））により、  

④当該計画部分に係る経費を繰り越す必要が生じた場合であり、かつ、⑤翌  

年度に完了する見込みのあるものです。  

※ 1．研究に際しての事前の調査  4．気象の関係  

2．研究方式の決定の困難  5．資材の入手難  

3．計画に関する諸条件  

（2）上記（1）の下線部（Dから⑤までの各要件の留意点   

①交付申請書における研究計画の範囲内であること   

様式C－2（事業概要、当初計画、変更後の計画及び事由の具体的内  

容）の記載内容は、交付申請書の研究計画の範囲内であること。   

・当初計画との関連性   

・所期の目的を達成するために繰り越すことが止むを得ないといえる  

か   

・研究計画のどの部分に計画の変更を生じ、繰り越すこととなるか  

等が分かるように記述してください。  

②交付決定時には予想し得なかったことであること   

予想し得なかったものであるかについて、  

・外部的要因の発生した時期が交付決定後であること。  

・当初計画は十分に検討されたものであり、事前の調査又は準備不足   

等の不備がなかったものであること。  

等が分かるように記述してください。   

なお、「交付申請時には既に判明していた」場合や明らかに「事前に予  

想することが可能」な場合等は、予想し得なかったものとは認められませ  

ん。また、「事前の調査又は準備不足」や「事前の調整の不備」等、研究  

体制のマネジメントが適切でないと見受けられる場合も繰越事由には該当  

しません。   



（診外部的要因（自然的、社会的諸条件）   

外部的要因とは、研究者自らでは回避（対処）することができない、  

止むを得ない要因や状況を言います。   

従って、専ら研究者の自己都合によるもの等は外部的要因に該当しま  

せん。   

例えば「入札の不成立」は契約するための単なる手続き行為のため、  

繰越しの要件である経費の性質、事業が備えている特殊な事情とはいえ  

ないため、繰越しの理由（外部的要因）には該当しませんが、入札の不  

成立の結果を踏まえ、仕様又は設計に何らかの変更を加えなければなら  

ず、その変更に相当の日数を要するため事業を繰り越さざるを得ない場  

合等は「計画に関する諸条件」等の事由で繰り越すことは可能です。  

④当該計画部分に係る経費を繰り越す必要が生じた   

外部的要因が当初計画に影響を及ぼした場合であっても、対処方策を  

講じなかったことによって、その結果年度内に補助事業が完了しなかっ  

た場合は、繰り越しの対象にはなりません。   

事由によっては、目的に沿って当該補助事業の年度内執行に努め、対  

処方策を講じる等、繰越しを避けるための最大限の努力がなされたかと  

いう視点からも審査が行われます。  

⑤翌年度に完了する見込みである  

繰り越すことになった原因が解決され、翌年度に完了することが分か   

るように記述してください。要年度内に完了することが当初から見込ま   

れない場合には、たとえ、それが事由に該当するものであっても認めら   

れません。  

※ 事由の具体的な内容が不明な場合は、内容の確認・記述の修正をお願   

いすることになります。  

○繰越事由と変更後の計画の因果関係が明らかでない場合。  

○説明の内容が専門的すぎて分かりにくい場合。  

○記述内容が抽象的で、具体的に説明されてない場合。  

2．事業計画行程表（様式C－3）について  

① 「当初」欄には、当初計画の行程の内容を端的に記述してください。  

② 「変更後」欄には、当初欄の計画内容がどのように変更されるのかを分   

かりやすく記述するとともに、繰越の要因となった事象・時期・遅延期間   

等を記述してください。遅延期間がある場合は、当該期間を点線で表して   

ください。  

③ 様式C－2の「変更後の計画」欄に記載された「内容」と様式C－3の   

記載内容（線表）が、一致するよう記入してください。   



平成18年度 科学研究費補助金繰越事例集  

【繰越の事由】  

・研究に際しての事前調査又は研究方式の決定の困難・・…・－・・4p  

・計画に係る諸条件（新たな知見の発見）・・……－……・………事 6p  

（研究者の確保）…・………＝…1…………・ 7p  

（海外研究協力者の事情）………………・ 8p  

（研究用設備の開発の遅延）…………‥… 9p  

（研究内容・方法の変更）・…・・……・…… 10p  

・資材の入手難（資材不足）…・・・・－・・・・・………・・－・・…・・・・…∴…・ 11p  

・気象の関係（天候不良による観測時間の不足）・……・…・・・・……・ 12p  

注） 平成18年度に繰越が承認された事例に一部修正を加えております。   



様 式 C－2  

繰越（翌債）を 必 要 と す る 理 由 書  

（当初計画）  

研 究 諜 琶   事 業 概 要  事  由   
変更後の計画  

本研究は，短期安定問題iこおけ   ⑦研究に際しての事前調査又は研究方式決定の困難 ア  

課題番号  ＜当初計画＞      る軟弱性梅岸崖の侵食現象とそ  ○具体的な内容  

れに起因する斜面崩壊に着目  現地調査準備   軟弱性海岸崖の侵食の現地調査を実施し，波の侵食現象に起因する斜面崩壊械構の  

し，精確な予知・予測法の確立  平成18年6月～7月  特徴を斜面の土質情報に基づいて明らかにする研究計画を実施するにあたり．事前調査に  

研究課題名  とその適切な防災対策法を構築  現地調査   おいて侵食現象が確認された軟弱性海岸崖を選定したが、本調査を進めるうちに斜面崩壊  

するため，そのメカニズムと対  平成i8年8月～10  機構に関しては波の侵食による影響よりも風化による影響が強いことが明らかとなった。  

策法を地盤工学の視点から解  月   そのため，本研究の対象としている“波の侵食現象が主因となる斜面崩壊”のメカニズムを明  

明・提案するものである．   現地調査整理   らかにする上では有効なデータが得られないことが7月に判明しため，新たに波の侵食現象が  

特に，一連の・・実験と・・  平成18年‖月～  見られる軟弱性病岸崖を再選定する必要が生じたが、我国では，このような軟弱性梅岸崖は，  

型実験結果ならびに現地調査に  平成19年1月  岩盤から構成される海岸崖と比べてその数が少ないことから，当初の選定規模と同等規模の子  

基づいて，崩壊機構を明らかに  岸崖を再選定するた捌こ，1ケ月ほどの時間を要した。さらに，新たに選定した場所（‥町付近  

＜変更後の計画＞           するとともに安定性評価法提案   の海岸斜面）の侵食被害額告調査の整理に1ケ月ほど時間を要したことにより，調査準備期間  

の基礎資料を収集することを冒  現地調査準備   が2ケ月ほど遅れた．  

的とする．  平成柑年6月～9月  また，当初計画では現地調査を8月～10月に行う予定であったが、選定彼の対象とした場  

現地調査   
【ポイント】  

所における気象条件＼特に‥・では11月から翌年5月中旬までが冬季・春季期間であり適切  

◇繰越事由がタ  
平成19年6月～8月  な調査ができないと判断したことから，実験データの取得時期として適切な翌年6月から8月  

現地調査整理   に延期して現地調査を行う必要がある。そのため18年度における現地調査の実施が不可能  
◇当初の計画l  

◇再選定の必要  
平成19年6月～8月  となった。なお、追加して行う再選定に要する経費は、既に交付を受けている補助金で対応  

が可能であり、追加の予算措置は不要である。  
◇再選定の具イづ  

◇計画外の再選  
○補助事業の完了時期  

平成19年8月31日   

様 式  C－3  

課是喜番号  

事  業  計   画  行   
研究課題名  

平成18年度  平成19年度  
4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  

当初  現地調査準備 

地調  査 

‡現地調査整理  

変更後  】  

現地調査不可能期間－  
■－－－  現  地調・   

再選定・整  現地調査整理  



様 式 C－2  

繰 越。（翌 債） を 必 要 と す る 理 由 書  

（当初計画）  

研 究 課 題   事 業 概 要  変更後の計画   事  由   

＜当初計画＞  ⑦研究に際しての事前調査又は研究方式の決定の困難 イ  

○研究方式（リン酸化部  

課題番号  ・・の神経伝達物質受容    位）の決定  ○具体的な内容  

体の‥化による学習の  平成18年4月～9月  当初の研究計画では、平成18年9月までに神経伝達物質受容体が‥化さ  

制御メカニズムについて  ○抗体作製   れる部位を決定し、抗体作製のための抗原となるペプチドを決定し、9月にそ  

研究課題名  解析する。  平成18年9月～平成19  の部位に対する‥抗体の作製を開始することとしていた。  

年1月   しかし、平成18年6月に、当初検討していた手法では、・・（理由）であったこ  

○抗体作製と解析  とから神経伝達物質受容体が抽出できないことが判明したため、新たな抽出  

平成19年2月～3月  

位の決定が12月となったため、平成19年1月に予定していた抗体の納入が5  

＜変更後の計画＞   

○研究方式（リン酸化部  この研究計画の一部分となる、抗体の作製とその解析が当初計画通りに実  

位）の決定   施できなくなり、平成18年度中に研究をまとめることが不可能となったため、補  

平成18年4月～12月  

○抗体作製  

〔ポイント】  平成19年1月～5月  

◇繰越事由カ  ○解析  
○補助事業の完了時期  
平成19年7月31日   

◇研究方式を  平成19年6月～7月   

◇見直しの内  

く〉当初計画の  

◇繰越した車  

様 式 C－3  

事 業 計 画 行 程 表  

研究課題名  課題番号  



様 式 C－2  

繰 越 （翌 債） を 必 要 と す る 理 由 書  

（当初計画〉  

研 究 課 題   事 業 概 要  変更後の計画   事  由   

‥で活性化した‥剤  ①．計画にかかる諸条件 キ（新たな知見の発見）  

と‥剤の不斉共役付加  

課題番号  反応を探索、高機能化す  ○具体的な内容  

る。  有機合成化学展開  

上記の手法を亜鉛やホウ   

研究課題名  素に直結するアニオン種  平成19年3月）  

の不斉共役付加反応に拡  発見は、‥の触媒機能に新概念をもたらし、本研究の飛躍的な発展につなが  

弓長する。  る当研究の成果に重要な影響を与えるものであり、データ分析を行うことが不  

可欠である。  

そのため、当初の計画を変更し、新たに発見した知見の実攣・分析のための  

＜変更後の計画＞   

18年度：   め、補助事業の年度内の完了は不可能となった。  

有機合成化学展開  なお、追加して行うデータ分析等に要する経費については、既に交付を受  

（平成18年4月－  
【ポイント〕  

◇繰越事由が発生した時期  
平成19年3月）  

◇新たな知見の具体的内容  
19年度：   ○補助事業の完了時期  

資性  
有機合成化学展閉  

◇具体的経過  
（平成19年4月－  

要する緩鎮の措置方法  平成20年3月）   

様 式 C－3  

事 業 計 画 行 程 表  

研究課題名  課題番号  

平成柑年度  平成柑年度  

4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  

当初  

有機合成化学展開l  

，叫  ！        l  
変更後  

茎新たな知見の実験・データ分析  

※様式C－2「（当初計画）変更後の計画」欄の内容について、繰衰で示すこと。   



様 式 C－2  

繰越（翌依）を必要 とする 理 由書  

（当初計画）  
研 究 課 題   事 業 概 要  事  

変更後の計画  
由   

①計画に関する諸条件キ（研究者の確保）  

‥の発育の環境応答性、とくに複   ○具体的な内容  

課題番号  ＜当初計画＞      雑系としての‥環境（‥環境）  当初の研究計画は、本計画に必要な“‥解析”について卓越した  

に対する応答性を解明する新たなア  ○実験   技量を待った研究者である研究支援者に参画頂くこととしていたが、  

研究課題名  ブローチを開拓する。具体的に  平成18年4月～  研究支援者の所属先研究機関での予期しない重大な変更（所属先研究  

は、‥解析法を“‥的発育モデル”  平成18年8月  機関で行っている研究プロジェクトにおいて追加の研究を行う必要  

と結びつけることにより、「時々刻々  が生じ研究期間が延長となった）が生じ、当該研究への参画が不可能  

○データ分析           と変化する複雑なフィールド環境  となり、急遽代著者を探したが、当該技術の高度の専門性から、今年  

（気温や日長）に対して作物発育（栄  平成18年9月～  度中に雇用できる人材が見つからなかった。  

養成長や花芽分化、出穂など）を制  平成19年3月  このため研究支援者を雇用することが出来ず、当該研究支援者が担  

御する各種の‥がどのように応答  当する実験が半年以上まったく出来なくなったため、この研究計画の  

＜変更後の計画＞           しながら個体発育を駆動させている   一部分となる実験データ分析（・・解析）が当初計画通りに実施でき  

か？」という問題を定量的に解析で  ○実験   なくなり、研究成果を取りまとめることが不可能となり補助事業の年  

きる手法を確立する。  平成18年4月～  度内の完了が困難となった。  

平成18年8月  なお、‥解析に使うデータの採取そのものは予定どおりに進んで  
【ポイント】  

◇繰越事由カ  おり、平成19年4月から雇用することで代替研究者の内諾を得てい  

○データ分析  る。   
◇研究者が弼                                                                                     こ具体的な理由  

◇研究計画における役割・重要性  
平成19年4月～  

◇代替者確保が国難な理由  
平成19年10月  ○補助事業の完了時期  

◇代替者確保の見込  
平成19年10月31日   

様 式  C－3  

事  業  計  画  行  程  表   

研究課題名  課題番号  

平成柑年度  平成19年度  
4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  

当初  実  験  

フ‾‾  夕分  析  

変更後  実  験  

替研  者確  呆調－！  

デー  夕分  析  

※様式C－2 r（当初計画）変更後の計画」欄の内容について、繰表で示すこと。  



様 式 C－2  
繰越（翌債）を必要 とす る理 由書  

事 業 概 要   
（当初計画）  

研 究 課 題  
変更後の計画   

事  由   

課題番号   ‥における‥教育の  ①計画に関する諸条件 キ（海外研究協力者の事情）   

内容、・・における‥の‥  

研究課題名  研修、‥を中心とする・・   

教育のあり方を比較法的  ○国際シンポジウムの開催   ‥教育に関する国際シンポジウムを平成18年度（夏期）に開  

に総合研究する。  平成18年8月～平成18年10月  催する予定でいた。その際、海外研究協力者に講演を依頼し、また  

○国際シンポジウムの報告書作成  本人からの同意を得ていたが、海外研究協力者の所属先の研究にお  

平成18年11月～平成19年3月  

予定していた開催時期までに完了せず、延長する必要が生じ、ぎり  

＜変更後の計画＞   ぎりまで日程調整をしたが、来日が困難となり、平成18年度にシ  

○国際シンポジウムの準備   ンポジウムを実施できなくなった。  

平成18年5月～平成19年7月  この海外研究協力者は‥における‥の‥教育の研究に閲し  

○国際シンポジウムの開催   国際的に著名な研究者であり、同研究者の講演なしにシンポジウム  

平成19年8月～平成19年10月  を開催することはできず、また、シンポジウムの成果を活用するこ  

○国際シンポジウムの報告書作成  となしには当研究課題の目的（‥諸国との比較研究）を達成する  

平成19年11月～平成20年3月  ことができないため、補助事業の年度内の完了が困美佳となった。  

なお、再度日程調整等の結果、19年度（夏期）にシンポジウム  

を開催することで、当該海外研究協力者の内諾を得ている。   
【ポイント】  
◇繰越事由が発生した時期  

○補助事業の完了時期  
た具体的な理由  

平成20年3月31日   
ナ■重要性  

◇代替者確保が国難な理由  

◇シンポジウム開催の見込  

様 式  C－3  

事  業  計  画  行  程  表   

研究課題名  課題番号  

平成柑年度  平成19年度  
4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月  12月  1月  2月  3月  



様式 C－2  

繰 越 （翌 債〉 を 必 要 と す る 理 由 書  

（当初計画）  

研 究 課 題   事 業 概 要  事  由   
変更後の計画  

課題番号  ・・技術を駆使し、空間分  ①計画に関する諸条件キ（研究用設備の開発の遅延）  
解能が3上川と、従来の測定  

研究課題名  
手法より2桁以上改善され  
た電荷密度分布測定システ  
ムを構築し、沿面放電現象   
や絶縁物帯電現象を計測  ○プロトタイプセン  研究遂行にあたって、当初の計画においては、3ケ月かけて放電予備電極を試  
し、その機構解明する。  作し、iケ月で放奄美故によるセンサ設計の基礎データを取得し、その後5ケ月か  

平成18年8－12月  けて、プロトタイプセンサの設計・試作を行い、その後3ケ月かけてプロトタイプ  
○沿函放電計測実験  センサを用いた放電計測実験を行う予定であったが、放電予備電極を用いた実験  
平成19年卜3月 実  において当初の計画では想定されていなかった電極基板の耐圧不足による絶縁設  
験・データとりまと  計の間道に対応する必要が生じ、放電予備電極の開発に新たに3ケ月を要したた  
め   め、当初研究計画通りに試作を行うことができなくなり、この研究計画の一部分  

となるプロトタイプセンサを用いた沿面放電計測実験及び実験データの分析が当  
初計画通りに実施できず、平成柑年度中に研究をとりまとめることが不可能と  

〈変更後の計画〉       なった。  

（⊃予備実験   なお、追加して行う問題解決に要する経費については、既に交付を受けている  
平成18年4－】0月沿  

面放電竃魔の試作・  
基礎データの取得  
○プロトタイプセン  
サの試作  

【ポイント〕  
平成18年10－平成19  

◇繰越事由が発生した時期  
年3月  

◇研究計画における役割・  
○沿面放電計測実験  
平成19年4－6月実  

◇研究用設備の開発遅延の  験・データ取りまと  
由）  め   
◇開発遅延の経過  平成19年6月30日   

◇問題解決の見込  

る経費の捨置方法   

様 式 C－3  

事 業 計 画 行 程 表  

研究課題名  課題番号18686024  

平成19年度  
平成18年度              4月  5月！6月   7月  8月  9月＝0月と11月⊇12月   1月…2月弓3月   4月25月  6月17月   9月110月臣＝月≡12月il月12月弓3月  

圭 芦  

【   当初  予備・ 作〉  ！ 喝 験（電極試 n   予備  験（沿面 プロ  放電ま駿，巨   
沿面放電計汲  

Ⅷ  

データとりまと  

【  

Ⅷ   

＝   

Ⅷ  変更後  t 予備実   （電  ‡ 塾試イヤ H     予備去鋸公定放電よ験，【 1出の転作   
＝＝  l  

≦  

‖  

mT  
書   冊  沿面放電計汲 デーbとりま 血 ま n ∈ u  



様 式 C－2  

繰 越 （翌 債） を 必 要 と す る 理 由 書  

（当初計画）  

研 究 課 題   事 業 概 要  変更後の計画   事  由   

課題番号  食虫植物の消化酵素を攣磯し、そ  ＜当初計画＞   ① 計画に関する諸条件 キ （研究内容・方法の変更）  

のアミノ酸配列を解析する仁配列  ○タンパク望郷分分餌庶  ○具体的な内容  

情報からこれらの消化酵素がど  豹の・・法によるアミノ   当初の研究計画ではタンパク質分解酵素で部分分解した消化液中タンパク質を‥法  
転配列決定実働  

研究課題名  のように進化してきたのかを推   平成18年4月－9月   によってアミノ酸配列決定することとしていた。しかし、計画どおり平成18年9月まで実  

定する研究を行う。  OcD＼Aライブラリー作製と目的  

タンパク災cDIAの印配架敷  

平成18年】8月－   の、残りの半数についてはほとんど分解できないという予想外の結果となったため、引き  

平成】9年】月  続き10月から12月まで、異なった部分分解酵素を用いて繰返し実験を行ったものの成  
○シロイヌナズナでの砲声】遺伝  
子の揺能解析突放  功しなかったが、平成19年1月にタンパク質熱分解法に成功し、部分分解できるように  

平成18年】0月－   なった。  
平成19年】月  

○データ分析・まとめ   このため、タンパク質熱分解法の最適実験条件設定に、平成19年1月から4月までの  

平成19年】月－3月   4ケ月を要し、さらにアミノ酸配列決定実験に平成19年5月から9月までの5ケ月を見込  
＜変更彼の計画＞  

まれることから、配列決定後着手する予定だったcDNAライブラリーの作成実験、シロイ  
○タンパク賀部分分断産物  
の‥法によるアミノ鮫配列決  ヌナズナを用いた実験も年度内完了が困難となり、平成20年3月までかかる見込みとな  
産突鮫  
平成】8年4月－   った。  

平成19年9月   なお、研究内容・方法の変更に要する経費は、既に交付を受けている補助金で  
Oc王）ドAライブラリー作製と目  

【ポイント〕  的タンパク夏冬cDIAのきl爛横叔  

平成I9年】0月－   

◇繰越事由が発生した時期  平成別年】月  

過  （⊃シロイヌナズナでの相同迫  ○補助率其の完了時期  

伝子の稔†た解析突放  
く〉変更の必要性  平成】9年相月－  平成20年3月31日   

平成20年l月  
◇問題点解決の見込  ○データ分析・まとめ  

法  
平成20年】月一3月  

様 式  C－3  

事  業  計  画  行  程  表  

研究課題名  課題番号  

4 月  5 日  R 月  7 日  只 月  Q 日  1∩ 貝  11日  1フ日  1日  ？日  1月  4 月  5 月  6 月  7 月  只 月  q 日  1∩ 月  11日  1フ 月  1日  フ 月  1月  

平！霹1R鑑l彗  平6亨1q鑑【彗  

当初  

NA  
ンパ   

遺伝  

機台   

析・  とめ  

ミノ酸  列、  定実  部   

変更鱒  
解英一  ー  年決定  毎験  

一 熱分  

配列   cl〕N  

タン   

シ  
の  

斤・ま  とめ  



様 式 C－2  
繰越（翌債）を必要 とす る 理 由 書  

（当初計画）  

研 究 課 題   事 業 概 要  事  由   
変更後の計画  

＜当初計画＞  
⑥資材の入手難 り（資材不足）  

課題番号：  ‥を分解出来ない‥   ○実験  

l・まリウマチ関節炎にな  平成18年4月～   ○具体的な内容  

る。そのメカニズムの解  平成19年1月   平成18年4月iこ飼育室に飼っていた3，000匹のノックアウトマウスのうち、飼  

研究課題名：  明。  ○データ分析・まとめ  育管理は適切になされており不備はなかったにもかかわらず、約1，000匹が伝染病  

平成19年2月－3月  

スが実験に使用できなくなり、当該年度の実験に必要となる約700匹のマウスを確  

＜変更後の計画＞   保することができな＜なった。  

○ノックアウトマウス  当該マウスは、自己免疫疾患に関する様々な遺伝子を欠損させた特殊なノックア  

の作成   ウトマウスであり、他から入手することができない上、作成lこはおよそ10ケ月か  

平成18年4月～   かるため、当初の研究計画で予定した実験が遅れ この研究計画の一部となるノツ  

平成19年1月  クアウトマウスによる解析が実施できなくったため、年度内完了が困難となった。  

○実験  

平成19年2月  

～平成19年11月   ○補助事業の完了時期  

【ポイント〕  ○データ分析・まとめ  
◇繰越事由が発  平成19年12月～  

◇資材不足と尤  平成20年1月   

◇問題の解決の  

◇問題点解決の  

様 式 C－3  

事 業 計 画 行 程 表  

課題番号  研究課長喜名  

平成18年度   平成19年度  
4月t5月∃6月！7月巨8月巨9月110月【11月112月【1月】2月ぎ3月  I4月F5月【6月；7月】8月19月妄10月】11月事12月11月12月】3月  

当初   

書 丁一竿ま  

∈  

変更後   －＝至＝∈＝ 【ノックアウトマウスの作成l  ：jき‡〈：！㌢＋   皿 
デ 

め 



様 式 C…2  

繰 越 （翌 偵） を 必 要 と す る 理 由 書  

（当初計画）  

研 究 課 題   事 業 概 要  変更後の計画   事  由   

課題番号  星の大爆発の残骸であ  ③気象の関係エ（天候不良による観測時間の不足）  

る、超新星残骸からのガ  

ンマ線を観測し、高解像   

研究課定名  度の画像とエネルギ岬ス  ○ データ解析   当初の研究計画では、研究対象である天体を観測し、データ解析を行うこ  

ベクトルの情報から、  平成18年5月～1  ととしていたが、観測を行う7月の夜間の晴天率が例年に比べて低く（50％  

我々の銀河系内に拡散し  9年1月   程度）、当初計画していた観測時間を確保できず、十分なデータ量を取得  

ている宇宙締の起源を解  ○ まとめ   することができなかったため、観測時間の追加が必要であるが、研究対象で  

平成19年2～3月  ある天体を観測できる時期は年間を通して限られており、次に観測できるの  

＜変更後の計画＞  は平成19年5～7月であるため、データの解析及び研究成果の取りまとめを  

○天体観測  年度内に完了させることが困難となった。  

平成18年5～7月  

○天体観測追加  

平成19年5～7月  

【ポイント】  ○データ解析  ○補助事業の完了時期   
◇繰越事由が発生した時期  平成18年5月～1  

（データなど）                        ◇異常気象であることの客    9年10月   

◇異常気象が研究計画に及ぼす影響  ○まとめ  

◇研究遅延の具体的詫過  平成19年11月   

◇隈題点解決の見込  

様 式 C－3  

事 業 計 画 行 程表  

研究課題名  課題番号  



研究機関における経費管理・監査等の実施状況に関する資料について 

（平成１８年１２月２５日・文部科学省提出７９機関） 

 

 

１． 機関管理のためのルール整備状況 

（１）ルールの制定状況 

① 科研費規則・マニュアル              ５５機関 

② 競争的資金共通規則                 ６機関 

 

（２）説明会の開催状況 

① 使用ルール                    ７７機関 

② 不正使用防止                   ６３機関 

 
 

２． 経費支出に関する適切性の確認方法 

（１）物品費の購入                     

① 事務局での納品検収                ３８機関 

② 研究者に委任（一部委任含む）           ２７機関 

③ 二重チェック                    ９機関 

 

（２）旅費 

① 報告書の提出                   ４２機関 

② 航空機の半券、領収書               ７０機関 

③ 業者への委託                    ３機関 

 

（３）謝金 

① 教員（研究室）管理                ４７機関 

② 事務局による管理                 １４機関 

 
 

３． 監査の実施状況 

（１）実施体制 

① 監査室                      ３６機関 

② 監査員の任命                   ３４機関 

③ 外部監査                      ９機関 

 

（２）実施方法 

① 現物確認                     ６８機関 

② ヒアリング                    ７４機関 

③ 業者への確認                   ３２機関 
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